
令和５年１０月６日

補正額
(百万円)

内　　　　容
担当課
照会先

309

309

①　市町村立中学校へのスポットクーラー等の設置補助（補助率1/2）
②　県立学校（高等学校及び特別支援学校）へのスポットクーラーの
　配置
③　私立高等学校へのスポットクーラーの設置補助（定額補助）

①②教育局
教育政策課
023-630-2905
③総務部
高等教育政策・学事文
書課
023-630-2191

5

2

出生時の体重が1,500ｇ未満の乳児等の健康管理と、保護者の多面的なケ
アのため、低出生体重児に配慮した母子健康手帳の副読本（リトルベ
ビーハンドブック）を作成（令和５年度中に完成、令和６年度配布開始
予定）

しあわせ子育て応援部
子ども成育支援課
023-631-2347

3
乳幼児を抱える県庁利用者の利便性向上を図るため、授乳やおむつ替え
ができる授乳室を県庁１階ロビーに設置

総務部
管財課
023-630-2789

38

1
東北公益文科大学の公立化・機能強化に向けて更なる魅力向上を図るた
め、起業家マインドを持った人材を育成し、地域活性化に繋がるベン
チャー育成の取組みを支援（補助率1/2）

総務部
高等教育政策・学事文
書課
023-630-3305

1

本県が内閣府に対し申請していた構造改革特別区域（特区）計画が認め
られ、産業技術短期大学校から山形大学工学部への編入学が可能（令和
７年４月以降）となったことから、編入希望者を支援するため「山形大
学編入学推進プログラム」を導入

産業労働部
雇用・産業人材育成課
023-630-2389

市町村立中学校、県立学校及び私立高等学校の屋内運
動施設における熱中症対策として、運動中の定期的な
クールダウンに利用する可搬式冷房機器の整備

令和５年度９月補正予算における主な事業の概要

項　　　　目

 ２　「子育てするなら山形県」の推進

 １　子どもの命と健康を守る熱中症対策の推進

 ３　人づくり・ＤＸの推進

県庁舎ロビーへの授乳室の設置

低出生体重児に配慮した母子健康手帳の副読本（リト
ルベビーハンドブック）の作成

東北公益文科大学が行うベンチャー育成の取組み（シ
ンポジウムの開催等）への支援

「山形県高度人材育成・確保特区」の認定に伴う産業
技術短期大学校から山形大学工学部への編入プログラ
ムの導入

参 考
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補正額
(百万円)

内　　　　容
担当課
照会先

項　　　　目

36

①　ペーパーレス会議システムの導入によるリモート会議等の円滑化
②　ＧＩＧＡスクール構想に基づく県立学校のインターネット接続環境
　整備（寒河江工業高校改築に伴う同校無線ＬＡＮ環境の再構築）によ
　る遠隔教育の推進
③　閉域網によるモバイルネットワークを活用した警察職員のリモート
　ワーク環境の整備

①みらい企画創造部
ＤＸ推進課
023-630-2095
②教育局
教育政策課
023-630-2905
③警察本部
情報管理課
023-630-2953

636

636
県有施設において、空調設備整備、トイレ洋式化、手洗い場の自動水栓
化、医療機器整備等を推進し、新型コロナウイルスの感染拡大防止対策
を強化

各部局・各出先機関等

1,430

207

142

物価高騰の影響を受けている低所得世帯の経済的負担を軽減するため、
今年度における特別な支援として、県単独で上乗せして灯油購入費等を
助成

健康福祉部
地域福祉推進課
023-630-2269

34

本県における特殊詐欺の増加（認知件数及び被害金額）を踏まえ、迷惑
電話防止機能付き固定電話機の購入を促進するためのキャンペーンを実
施

警察本部
生活安全企画課
023-630-2937

 ５　物価高騰の影響を緩和し、産業の持続的な発展に向けた取組みを推進

低所得世帯への冬季の灯油購入費等の臨時的な支援

 (1) 生活者等

ＤＸの推進

 ４　新型コロナウイルス感染症対策の推進

県立学校、庁舎等及び県立病院における感染防止対策
の強化

特殊詐欺対策強化に向けた迷惑電話防止機能付き固定
電話機への買い換えを促すキャンペーンの実施 購入特典 ギフトカード5,000円分

予定件数 5,000件

対 象 者
住民税非課税世帯のうち、高齢者のみの世帯など市町村
が支援対象とする世帯

特別支援：2,500円/世帯（県10/10）

〈参考〉現行制度：5,000円/世帯（県と市町村で折半）
補助単価
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補正額
(百万円)

内　　　　容
担当課
照会先

項　　　　目

31

物価高騰等に伴う、私立学校における光熱費のかかり増し経費に対する
助成

総務部
高等教育政策・学事文
書課
023-630-2191

1,125

【物価高騰等への支援】

39

燃油価格の高騰により、施設園芸農業者が厳しい経営状況に置かれてい
ることを踏まえ、当該月の燃油平均価格と基準価格との差額を助成

農林水産部
園芸大国推進課
023-630-3380

426

飼料価格の高騰による畜産経営への影響を緩和するための畜産農家への
助成

農林水産部
畜産振興課
023-630-3350

 (2) 農林水産業

畜産農家の飼料価格高騰への支援

施設園芸農業者の燃油価格高騰への支援

私立学校の物価高騰等への支援
補 助 先

学校法人が設置する私立学校
（高等学校（全日制）、専修学校、各種学校）

補 助 額 生徒数×3,000円

配合飼料対策 単味飼料対策

対 象 者
令和５年度配合飼料価格安
定制度契約者（全畜種）

単味飼料を購入している畜
産農家（申請による）

補 助 率

令和５年度第３四半期（10
月～12月）の平均価格と価
格上昇前平均価格との差額
から、政府の配合飼料価格
安定制度等の補てん金を控
除した額の1/2（上限6,000
円/ｔ）

配合飼料対策と同額の
補助単価（上限6,000円/t）

対象期間 令和５年10月～12月購入分

補 助 先
施設園芸を営む農業法人、農業者、

農業者が組織する団体

補 助 率 1/2

対象期間 令和５年10月～12月購入分
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補正額
(百万円)

内　　　　容
担当課
照会先

項　　　　目

17

畜産物の生産過程におけるエネルギーの削減による収益性の向上に向け
た、省エネルギー設備等の導入への助成

農林水産部
畜産振興課
023-630-2473

21

エネルギー価格高騰の影響を受けにくい農業水利システムへの転換を図
り、省エネルギー化に取り組む農業水利施設に対し、エネルギー価格高
騰分の一部を助成

農林水産部
農村整備課
023-630-2157

5

電気料金高騰による漁業者への影響を緩和するため、県漁協の大型冷蔵
庫及び製氷工場の稼働における電気代上昇分の一部を助成

農林水産部
水産振興課
023-630-3299

3

本県で漁獲量が最も多いスルメイカのブランド化を推進し、魚価の向上
を図るため、活イカの出荷体制整備（水槽、梱包機器等導入※）及び飲
食店における利用促進に向けた取組みを支援（庄内浜ブランド創出協議
会への負担金）
※６月補正予算に計上した酒田港・鼠ヶ関港に加え、由良漁港を追加

農林水産部
水産振興課
023-630-2445

1
県漁協が、山形市内に直営店「庄内海丸」の２号店を出店することを契
機とする、県産魚の魚価向上や販路拡大に向けた人員体制の強化（販売
コーディネーター、加工・販売支援員）を支援（補助率1/2）

農林水産部
水産振興課
023-630-2445

畜産農家の省エネ設備等の導入経費に対する支援

水産物大型冷蔵庫・製氷工場の電気料金高騰への支援

電気料金高騰の影響を受ける農業水利施設の省エネ対
策への支援

魚価向上に向けた活イカ出荷体制整備（由良漁港にお
ける水槽、梱包機器等導入）及び飲食店における利用
促進支援

県漁協直営の山形市内２号店出店を契機とした県産魚
販路拡大等に向けた人員体制強化への支援

補 助 先 県漁協

補 助 率 1/2

対象期間
令和５年１月～12月までの電気代上昇分
　　　　　　　　　（令和３年同期比）

補 助 先 土地改良区

補 助 額 定額（令和５年度の電気料金等上昇分の7/10相当）

対 象 者 農業者団体、農業法人、ＪＡ等

補 助 率
1/3（市町村又はＪＡ等による協調補助がある場合は1/12

を上乗せ）
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補正額
(百万円)

内　　　　容
担当課
照会先

項　　　　目

制度延長

燃油及び資材価格の高騰が続いていることから、「生産資材等高騰緊急
対策資金」の貸付期間を令和６年３月31日まで延長

農林水産部
農業経営・所得向上推
進課
023-630-3088

【畑地化の支援】

613

水田を畑地化して畑作物の本作化に取り組む農業者に対し、畑地化に伴
い土地改良区に支払いが生じる地区除外決済金等を支援

農林水産部
農政企画課
023-630-2304

 (3) 産業・観光 98

55

【ＤＸ・ＧＸ支援事業】
県内中小企業・小規模事業者が行うＤＸやＧＸの推進に向けた設備投資
等に対する支援

産業労働部
商業振興・経営支援課
023-630-2354

26

【観光施設経営強化支援事業】
観光事業者が行うＤＸの推進や高付加価値化の取組みに対する支援

観光文化スポーツ部
観光復活推進課
023-630-3821

燃油・生産資材高騰の影響を受ける農業者・漁業者に
対する運転資金の無利子融資の延長

水田の畑地化に取り組む農業者の土地改良区に支払う
地区除外決済金等への支援

中小企業パワーアップ補助金の増額

補 助 率 1/2又は2/3※

補 助 額 10万円～200万円

※ 情報分野・環境分野へ進出する場合又は異なる事業分野に
 転換・進出し、かつデジタル技術を活用し業務効率化を図る場合

補 助 率
ＤＸ推進：2/3

高付加価値化：1/2

補助上限額 100万円（他事業者と連携した取組みの場合は150万円）

対 象 者 令和５年度に畑地化に取り組む農業者

補 助 額 定額（上限25万円／10ａ）

対 象 者 農業者、漁業者

原則無利子※

※ 基準金利のうち0.90％を融資機関が負担し、残りの
 金利のうち2/3を県、1/3を市町村が負担（融資機関の
 判断で低利となる場合あり。ＪＡは無利子で貸付中）

限 度 額 500万円

貸付利率
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補正額
(百万円)

内　　　　容
担当課
照会先

項　　　　目

12
令和５年５月に発表された令和４酒造年度全国新酒鑑評会において、本
県の銘柄20点が金賞を受賞し都道府県別で単独１位に輝いたことを好機
と捉え、海外プロモーションを実施

産業労働部
県産品流通戦略課
023-630-2355

4
新型コロナ水際対策の大幅緩和以降、インバウンドの回復が進んでいる
タイ王国において、本県との交流拡大を図るためのプロモーションを実
施

観光文化スポーツ部
観光復活推進課
023-630-3385

5,517

（主なもの）

5,352

＜土木公共＞
　道路関係 2,909、河川関係 135　等
＜耕地公共＞
　農業農村整備関係 1,241
＜国直轄事業費負担金＞
　高規格道路整備等 785

＜土木公共・国直轄＞
県土整備部
管理課
023-630-2515
＜耕地公共＞
農林水産部
農村計画課
023-630-2539

158 令和４年８月の大雨により被災した飯豊町町道等の復旧工事の受託
県土整備部
砂防・災害対策課
023-630-2613

3,148

（主なもの）

3,015
令和４年度等に実施した新型コロナ患者を受け入れるための空床補償な
ど、必要な事業費が想定を下回ったことによる新型コロナ緊急包括支援
交付金等の不用額の国庫への返還

健康福祉部
健康福祉企画課
023-630-3136

　  合   計 11,083

 ※ 表示単位未満四捨五入のため内訳と合計が一致しない場合がある

 ６　社会資本整備の着実な推進（国庫の内示に伴う公共事業の追加等）

過年度に受け入れた国庫補助金等の返還金

全国新酒鑑評会金賞受賞数全国１位の好機を捉えた海
外での県産日本酒プロモーションの実施

インバウンドの回復が進むタイをターゲットとした本
県への誘客・観光交流拡大に向けたプロモーションの
実施

国庫の内示に伴う公共事業の追加等

災害復旧事業

 ７　その他
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